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１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 

（１）職員数の推移                   （各年４月１日現在） 

 

 

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由 

            (各年４月１日現在) 

 職員数 対前年 

増減数 

   主な増減理由 

Ｈ２２年 Ｈ２１年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議 会  ２  ２  ０  

総 務 ３０ ３１  ０  

税 務 ８ ７  １ 兼務職解除による増 

民 生 ７ ７   ０  

衛 生 １３ １１  ２ 職員交流による増 

農林水産 ４ ４   ０  

商 工 ２ ３ △１ 兼務職による減 

土 木 ６ ６  ０  

 計 ７２ ７１  １  

教育委員会 ２８ ３１ △３ 組織改編による減 

小計  １００  １０２ △２  

 

 

足柄上郡介護認定審査会特

別会計廃止に伴う減 

公
営
企
等
会

計
部
門 

上水道事業  ４  ４  ０ 

下水道事業  ３  ３   ０  

その他   ７  ９ △２ 

 小計 １４ １６ △２ 

  合  計 １１４ １１８   △４  

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、

派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

        ２  一般行政部門とは、教育委員会、公営企業等会計部門以外の部門です。公営企業

等会計部門とは、上下水道等の部門です。 

（単位：人） 



（３）年齢別職員数の状況 

    ①年齢別職員数の状況         （平成２２年４月１日現在）  

  

   （注）６０代はフルタイム再任用職員です 

 

   ②全職員の平均年齢            （各年４月１日現在） 

      Ｈ２２年      Ｈ２１年 

平均年齢 ４０．８歳 ４１．３歳 

  （注） 職種別の平均年齢は「２（６）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額

の状況」に記載しています。 

 

（４）職員数の推移 

  ①平成１８年４月１日～平成２２年４月１日における職員数の推移 

      年度 

部門 
17年 18年 19年 20年 21年 22 年 

過去5年間の

増減数(率) 

一般行政 72 71 72 70 71 72 
0 

（ 0 ％） 

教育委員会 30 31 32 33 31 28 
△2 

（△6.6％） 

普通会計計 102 102 104 103 102 100 
△2 

（△1.9％） 

公営企業会計計 14 16 16 17 16 14 
0 

（ 0 ％） 

総合計 116 118 120 120 118 114 
△2 

（△1.7％） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。(教育長除く) 

 

 

 

 



（５）採用者の状況 

    ①職種別・採用方法別職員数 

                                 （単位：人） 

 Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

試験採用 選考採用 計 試験採用 選考採用 計 

一般行政職 
計 ３ ０ ３ ６ ０ ６ 

うち女性 ２ ０ ２ ３ ０ ３ 

技能労務職 
計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

うち女性 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 
計 ３ ０ ３ ６ ０ ６ 

うち女性 ２ ０ ２ ３ ０ ３ 

 （注）臨時・非常勤職員は含みません。 

   ②採用試験の実施状況 

                      （単位：人） 

年度 職種 区分 受験者 
１次試験 

合格者 

３次試験 

合格者 

最 終 

合格者 
倍率 

21年

度 

 

一般行政職 
計 １００ ３４ １６ １０ １０．０ 

うち女性 ２１ ６ ４ ４ ５．３ 

技能労務職 
計 － － － － － 

うち女性 － － － － － 

社会福祉士 
計 － － － － － 

うち女性 － － － － － 

保健師 
計 － － － － － 

うち女性 － － － － － 

計 
計 １００ ３４ １６ １０ １０．０ 

うち女性 ２１ ６ ４ ４ ６．３ 

20年

度 

 

一般行政職 
計 ８１ ４２ １６ ７ １１．５ 

うち女性 ２０ １２ ４ ４ ５．０ 

技能労務職 
計 － － － － － 

うち女性 － － － － － 

社会福祉士 
計 － － － － － 

うち女性 － － － － － 

保健師 
計 － － － － － 

うち女性 － － － － － 

計 
計 ８１ ４２ １６ ７ １１．５ 

うち女性 ２０ １２ ４ ４ ５．０ 

（注）１ 各職種の下段は、女性の該当者数であり、内数です。 



（６）転任（人事異動）制度の概要と実施状況 

職員を昇任及び降任以外の方法で他の職員の職に任命することをいいます。 

区分 Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

部長級 ３ ２ 

課長級 ２ ５ 

その他 ３６ ２９ 

合計 ４１ ３６ 

 

（７）退職者の状況 

   退職には、以下の事由の退職があります。 

定年退職：定年（原則６０歳）により退職する場合 

  勧奨退職：人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行いこれに応じて退職する場合 

  自己都合退職：本人の都合により退職する場合 

  その他：死亡による退職等 

     事由別退職者の数                       （単位：人） 

 定年 勧奨 自己都合 その他 計 

H21 H20 H21 H20 H21 H20 H21 H20 H21 H20 

 一般行政職 ２ ２ １ ３ ３ ２ ２ ０ ７ ７ 

 うち管理職 ２ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ １ 

 技能労務職 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 うち管理職 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

    計 ２ ２ １ ０ ３ ２ ２ ０ ７ ７ 

 うち管理職 ２ １ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ２ １ 

  （注）H２１その他については任期満了のためと、割愛期間満了のため退職 

 

（８）再任用の状況 

  再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を再雇用する制度です。 

  なお、再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と、それより 

短時間勤務する短時間勤務職員があります。 

（単位：人） 

職種 常時勤務 短時間勤務 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

一般行政職 ２ ０ ０ ０ 

技能労務職 ０ ０ ０ ０ 

計 ２ ０ ０ ０ 

    （注）職種は再任用時の職種です。 

 

 



（９）外郭団体等への管理職の再就職の状況 

   退職（定年退職、勧奨退職）時に管理職であった者の外郭団体等への再就職の状況は 

以下のとおりです。                    （単位：人） 

再就職先 
他の地方

公共団体 

特定地方

独立行政

法人 

外郭団体 

非営利団体

（他の項目に該当

する者を除く） 

営利企業 

（他の項目に該

当する者を除く） 

自営業 

再就職者数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

（注） 外郭団体とは、開成町が資本金又は基本金等の２５％以上を出資している法人をい

います。 

 

（１０）身体障がい者及び知的障がい者の任用状況 

 法定雇用率  ２．１％ Ｈ２１年度   １．７２％ Ｈ２０年度   １．６８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 職員の給与状況 

（１） 人件費の状況（普通会計） 

区分 
住民基本 

台帳人口 
歳出額  実質収支 人件費 人件費率 （参考） 

 （２１年度末）   Ａ  Ｂ    Ｂ／Ａ 20 年度の人件費率 

２１ 

年度 

人 千円   千円   千円       ％            ％ 

16,046 7,460,817 276,085  914,554  12.3% 20.5% 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計） 

区分 職員数 給  与  費 一人当たり  
（参考） 

類似団体平均 

  
 

Ａ 
給  料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 

  計  

Ｂ 
給与費 B/A        

一人当たり 

給与費 

２１ 

年度 

人 千円 千円 千円 千円 千円  千円 

103  372,985  93,745  146,186  612,916  5,951  5,854 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、２１年４月１日現在の人数である。 

 

（３） 特記事項 

特になし 

 

（４） ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1日） 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与

水準を示す指数である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純

平均したものである。 



【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数  108.6 

（平成 22 年４月１日現在） 

（注）H22.4.1 現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの 

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地

方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数で

ある。 

 

（５）一般行政職給料表の状況（平成 22年 4 月 1日現在） 

 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 

1 号級の 

給料月額 
126,900 165,300 201,500 228,600 245,100 262,300 282,100 320,600 

最高号級の 

給料月額 
231,100 287,600 324,500 346,800 413,900 420,700 446,800 467,400 

派遣 

（６）職員の平均年齢、平均給与額及び平均給与月額の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

①一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

開成町 39.6 歳 313,900 円 390,900 円 363,516 円 

神奈川県 43.4 歳 342,959 円 453,103 円 398,960 円 

国 41.9 歳 325,579 円 － 円 395,666 円 

類似団体 43.3 歳 324,189 円 369,669 円 351,838 円 

 

②技能労務職 

区  分 

公  務  員 民  間 
参 

考 

平均年

齢 
職員数 

平均給料

月額 

平均給与

月  額 

平均給与

月  額 

対応する

民間の類 
平均年

齢 

平均給与月  

額 A／B 

（A) 国ベース 似団体 （B） 

開 成 町 51.3 歳 10 人 224,400 円 271,600 円 246,700 円 - - - - 

 
うち給食 

調理員 
51.0 歳 7 人 223,400 円 243,900 円 242,557 円 調理士 40.9 歳 291,800 円 0.83 

神奈川県 53.3 歳 568 人 357,090 円 434,466 円 411,083 円 - - - - 

国 49.3 歳 3,955 人 284,514 円 - 322,291 円 - - - - 

類似団体 48.3 歳 13 人 283,952 円 305,811 円 296,791 円 - - - - 

 

 

 

 



③教育職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

開成町 39.8 歳 312,300 円 355,151 円 

神奈川県 42.0 歳 352,097 円 424,303 円 

類似団体 42.2 歳 311,205 円 330,099 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給 

の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、

時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実

態調査において明らかにされているものである。  

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務

手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同

じベースで再計算したものである。 

 

（７）職員の初任給状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区     分 開成町 神奈川県 国 

一般行政職 大 学 卒 172,200 円 178,800 円 １種 199,320 円 

  高 校 卒 140,100 円 144,500 円 ２種 154,110 円 

技能労務職 高 校 卒 137,200 円 145,500 円 - 円 

  中 学 卒 125,400 円 136,100 円 - 円 

教 育 職 

（幼稚園） 

大 学 卒 172,200 円 - 円 - 円 

高 校 卒 140,100 円 - 円 - 円 

 

（８）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 大学卒 260,100 円 312,100 円 352,200 円 

  高校卒 215,400 円 260,100 円 312,100 円 

技能労務職 高校卒 194,400 円 229,300 円 262,500 円 

  中学卒 178,500 円 212,300 円 247,200 円 

教 育 職 

(幼稚園） 

大学卒 260,100 円 312,100 円 352,200 円 

高校卒 215,400 円 260,100 円 312,100 円 

 

 

 

 

 

 

 



 

（９）一般行政職の級別職員数の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

８  級 部長 
人 ％ 

3  3.9 

７  級 課長 
人 ％ 

10  13.2 

６  級 主幹 
人 ％ 

18 23.7 

５  級 副主幹 
人 ％ 

8  10.5 

４  級 主査 
人 ％ 

10  13.2 

３  級 主事 
人 ％ 

11  14.5 

２  級 主事 
人 ％ 

14 18.4 

１  級 主事 
人 ％ 

2  2.6 

（注）１ 開成町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

  ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 



（10）昇給の実施状況 

○昇給への勤務成績の反映状況について 

 平成 22 年度未実施 

 

（11）職員の手当の状況 

職員は、以下の手当が支給されます。 

期末手当・勤勉手当：民間企業のボーナス分に相当する手当 

退職手当：退職したときに支給される一時金（神奈川県市町村職員退職手当組合から支給さ

れます。） 

地域手当：民間における賃金等を考慮して職員に支給される手当 

特殊勤務手当：危険、困難、不健康な業務等に従事したときに支給される手当 

時間外勤務手当：正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当 

その他、扶養手当、住居手当、通勤手当等があります。 

 

①期末手当・勤勉手当 

開成町 神奈川県 国 

１人当たり平均支給額（２１年度） 

1,434 千円 

１人当たり平均支給額（２１年度） 

1,798 千円 
－ 

（２１年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

２．７５月分      １．４月分 

（１．５月分）    （０．７月分） 

（２１年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

２．７５月分      １．４月分 

（１．５月分）     （０.７月分） 

（２１年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

２．７５月分      １．４月分 

（１．５月分）     （０.７月分） 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

役職加算 5～15% 

管理職加算 なし 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

役職加算 5～20% 

管理職加算 10～20% 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

役職加算 5～20% 

管理職加算 10～25% 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

【参 考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

 管理職については、期末手当において 5段階（S～D）の絶対評価を実施し、その評価結果（評語）に基 

づき、成績率（77/100～63/100）を決定。 

平成 21年 12 月の勤勉手当において、一般行政職の管理職 17名中、上位区分（77/100～73.5/100）に決定

された者が 4名（24％）、標準区分（70/100）に決定されたも者が 9名（52%）、下位区分（66.5/100～63/100）

に決定された者が 4名（24%）であった。 

 なお、管理職以外の職員については、人事評価が未実施であるため、成績率に差を設けず、一律の支給

（70/100）を行なった。 

 



②退職手当 

開成町 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 勤続 20 年 23.5 月分 30.55 月分 

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

（退職時特別昇給）なし  

1 人当たり 

平均支給額 
1,598 千円 28,726 千円  

支給率は神奈川県退職手当組合の条例によるものです。 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２1年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

③地域手当 

（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（２1年度決算） 31,522 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２1年度決算） 306,031 千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全地域 7 ％ 100 人 0 ％ 

 

（平成 23 年 4 月 1 日予定） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

全地域 7 ％ 0 ％ 

 

④特殊勤務手当（平成 22 年 4月 1 日現在） 

支給実績（21 年度決算） 150 千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（21年度決算） 4,973  円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（21 年度） 29.4  ％ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

町税等徴収手当 
町税等徴収 

担当課職員 
町税等徴収業務 日額３００円 

伝染病等衛生業務手当 
伝染病等衛生業務 

担当課職員 
伝染病等衛生業務 日額５００円 

行旅死病人処理手当 
行旅死病人処理 

担当課職員 
行旅死病人処理業務 

死者の場合１件につき3,000円 

病人の場合１件につき1,500円 

動物死体処理手当 
動物死体処理 

担当課職員 
動物死体処理業務 1件につき５００円 

有害毒薬物取扱手当 
有害毒薬物取扱 

担当課職員 
有害毒薬物取扱業務 日額５００円 

用地交渉手当 用地交渉担当課職員 用地交渉業務 日額３００円 

特車運転手当 特車運転担当課職員 特車運転業務 日額５００円 



⑤時間外勤務手当（平成 22年 4 月 1 日現在） 

支給実績（２１年度決算） 25,509 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 293 千円 

支給実績（２０年度決算） 22,407 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 252 千円 

 

⑥その他手当（平成 22 年 4月 1 日現在） 

  

内容及び支給単価 

国の制

度との 

国の制度

と異なる 
支給実績 

支給職員 

１人当たり 

手 当 名 異同 内容 （２１年度決算） 平均支給年額 

        （２１年度決算） 

扶養手当 

（扶養親族）                 

配偶者                    

配偶者以外 2人まで（配偶者扶養）  

配偶者以外 1人（配偶者非扶養）  

配偶者以外 1人（配偶者なし）  

配偶者以外その他   

特定期間（16～22歳）の加算  

（支給額） 

13,000 円 

 6,500 円 

 6,500 円 

11,000 円 

 5,000 円 

 5,000 円 

同じ 

  

9,665  千円 210,102 円 

住居手当 

（住居の区分） 

             

借家・借間 

自宅（所有）新築 5年以内 

新築 5年以後 

（支給額） 

最高 

27,000 円 

7,000 円 

5,000 円 

異なる 

自宅（所有） 

新築 5 年以内   

2,500円 8,907 千円 150,963 円 

通勤手当 

交通機関等を利用し、又は交通用

具を使用して片道2㎞以上の距離

を通勤する場合 

   （区分）         （支給月額） 

交通機関等利用者      最高 55,000円   

交通用具（自動車等）使用者    2,000円～ 

同じ 

  

4,268 千円 85,344 円 

管理職手当 

管理職の地位にある者に対して、

給料の１５％以内で支給 異なる 

役職に応

じて 8%～

25％支給 

10,885 千円 640,266 円 

休日勤務手当 

休日において正規の勤務時間内

に勤務した場合 

時給×１．３５％×勤務時間数 

同じ 

  

2,835 千円 32,586 円 

日直手当 

日直勤務を行った者に対して1回

5,500 円 異なる 

一般の 

宿日直   

4,200 円 

677 千円 11,663 円 

 



(12) 特別職の報酬等の状況 

 区 分 給 料 月 額 等 

 

給 

料 

報 

酬 

町 長 
 

750,000 円 

類似団体における最高額・最低額 

860,000 円 505,000 円 

副町長 637,000 円 715,000 円 448,000 円 

議 長 370,000 円 420,000 円 218,000 円 

副議長 290,000 円 360,000 円 174,000 円 

議 員 260,000 円 345,000 円 156,000 円 

 期 

末 

手 

 当 

町 長 21 年度支給割合 

3.15 月分 副町長 

議 長 
21 年度支給割合 

3.7 月分 
副議長 

議 員 

退 

職 

手 

当 

 

算定方式給料月額×在職月数×

支給率（任期毎） 

１期の手当額 

支給時期任期

満了時 

町 長 町長 13,500,000 円 

副町長 副町長7,644,000円 

(注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。      

 

（13）旅費の概要 

公務出張等に要する費用を旅費として支給しています。 

その概要は次のとおりです。 

種  類 内     容 

鉄道賃・船賃・ 

航空賃・車賃 
運賃等を支給しています。 

宿泊料 宿泊を要する場合に支給しています。 

食事料 車中泊等をした場合には、夜の食費を支給しています。 

支度料 外国への出張、赴任には、支度に要する費用を支給しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（14）公営企業職員の状況 

 ①職員給与費の状況 

区分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める  （参考） 

     実質収支   職員給与費比率 20 年度の総費用に占める 

  Ａ    Ｂ     Ｂ／Ａ 職員給与費比率 

２１年度 
 千円 千円 千円 ％ ％ 

183,268  5,263 31,063  16.9% 15.1  

 

区  分 職員数 給     与     費 一人当たり  
（参考） 

市町村平均 

  
Ａ 

給  料 
職員 

手当 
期末・勤勉手当 

計 

  Ｂ 
給与費Ｂ／Ａ        

一人当たり 

給与費 

２１年度 
人 千円 千円 千円 千円 千円  千円 

4  18,066  5,336  7,661  31,063  7,766   7,327 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、21 年 4 月 1 日現在の人数である。 

 

 ②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 22 年 4 月 1 日） 

区  分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

開成町 41.9  歳 344,100 円 424,797 円 

団体平均 45.6 歳 366,719 円 546,495 円 

事業者 - 歳   - 円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 

 ③職員の手当の状況 

ア 期末勤勉手当 

開成町 開成町（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（２１年度） 

1,702 千円 

１人当たり平均支給額（２１年度） 

1,434 千円 

（２１年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

２．７５月分      １．４月分 

（１．５月分）     （０．７月分） 

（２１年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

２．７５月分      １．４月分 

（１．５月分）     （０．７月分） 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～15% 

管理職加算 なし 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～15% 

管理職加算 なし 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 



イ 退職手当 

開成町 開成町（一般行政職） 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 勤続 20 年 23.5 月分 30.55 月分 

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

（退職時特別昇給）なし （退職時特別昇給）なし 

1 人当たり 

平均支給額 
該当なし 該当なし 

1 人当たり 

平均支給額 
5,861 千円 26,937 千円 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

ウ 地域手当 

（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（２１年度決算） 1,538 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 384,487 千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全地域 ７ ％ 4 人 0 ％ 

 

（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率） 

全地域 7 ％ 0 ％ 

 

エ 特殊勤務手当（平成 22年 4 月 1 日） 

支給実績（21 年度決算） 3 千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（21年度決算） 600 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（21 年度） 75.0 ％ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

町税等徴収手当 町税等徴収担当課職員 町税等徴収業務 日額３００円 

伝染病等衛生業務手当 
伝染病等衛生業務 

担当課職員 
伝染病等衛生業務 日額５００円 

行旅死病人処理手当 
行旅死病人処理 

担当課職員 
行旅死病人処理業務 

死者の場合１件につき3,000円 

病人の場合１件につき1,500円 

動物死体処理手当 
動物死体処理 

担当課職員 
動物死体処理業務 1 件につき５００円 

有害毒薬物取扱手当 
有害毒薬物取扱 

担当課職員 
有害毒薬物取扱業務 日額５００円 

用地交渉手当 用地交渉担当課職員 用地交渉業務 日額３００円 

特車運転手当 特車運転担当課職員 特車運転業務 日額５００円 

 



オ 時間外勤務手当 

支給実績（２１年度決算） 126 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 42 千円 

支給実績（２０年度決算） 211 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 71 千円 

 

カ その他の手当 

  

内容及び支給単価 

国の制

度との 

国の制度

と異なる 
支給実績 

支給職員 

１人当たり 

手 当 名 異同あ 内容１１ （２１年度決算） 平均支給年額 

        （２１年度決算） 

扶養手当 

（扶養親族）                 

配偶者                    

配偶者以外 2人まで（配偶者扶養）  

配偶者以外 1人（配偶者非扶養）   

配偶者以外 1人（配偶者なし）  

配偶者以外その他   

特定期間（16～22歳）の加算  

（支給額） 

13,000 円 

 6,500 円 

 6,500 円 

11,000 円 

 5,000 円 

 5,000 円 

同じ 

  

468 千円 156,000 円 

住居手当 

（住居の区分） 

             

借家・借間 

自宅（所有）新築 5年以内 

新築 5年以後 

（支給額） 

最高 

27,000 円 

7,000 円 

5,000 円 

異なる 

自宅（所有） 

新築 5年以内   

2,500 円 445 千円 111,250 円 

通勤手当 

交通機関等を利用し、又は交通用

具を使用して片道2㎞以上の距離

を通勤する場合 

   （区分）         （支給月額） 

交通機関等利用者      最高 55,000円   

交通用具（自動車等）使用者    2,000円～ 

同じ 

  

52 千円 26,000 円 

管理職手当 

管理職の地位にある者に対して、

給料の１５％以内で支給 異なる 

役職に応

じて 8%～

25％支給 

691 千円 690,456 円 

休日勤務手当 

休日において正規の勤務時間内

に勤務した場合 

時給×１．３５％×勤務時間数 

同じ 

  

9 千円 8,466 円 

日直手当 

日直勤務を行った者に対して1回

5,500 円 異なる 

一般の 

宿日直   

4,200 円 

22 千円 7,333 円 

 



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件 

（１）職員の勤務時間、休憩・休息時間の概要 （平成２２年４月１日現在） 

   職員の勤務時間は、８時３０分から１７時１５分までの１日７時間 45 分、週 38 時間 45 分

です。 

 

8:30                          12:00       13:00                            17:15 

 

 

 

 

 

（２）職員の年次休暇の概要と取得状況 

労働基準法の規定に従い、原則として１年に２０日の有給休暇が与えられます。 

（各年１月１日から１２月３１日）  （単位：日） 

Ｈ２１年の平均取得日数  Ｈ２０年の平均取得日数  

１０．３日 ９．３日 

 

（３）特別休暇の概要と取得状況  

   年次休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認められます。 

種    類 付与日数 
取得者数 

H21 年 H20 年 

骨髄液提供のための休暇 必要と認められる期間 ０ ０ 

ボランティア休暇 ５日以内 ０ ０ 

結婚 連続する７日以内 ２ ２ 

育児時間 １日２回それぞれ３０分以内 ０ ０ 

妻の出産 ３日以内 ２ ２ 

男性職員の育児参加のための休暇 ５日以内 ０ ０ 

子の看護のための休暇 ５日以内 ３ ３ 

父母の祭日（法要） １日 ０ ０ 

夏季休暇 ５日以内 １１５ １１６ 

※「（４）介護休暇制度の概要と取得状況」～「（６）職員の育児休業の概要と取得状況」については、前年度から継続して取得

している人を含みます。 

 

 

 

 

 

 

休憩時間 



（４）介護休暇の概要と取得状況 

   職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度があり、連続する６月取得するこ

とができます。介護休暇は、１日単位ではなく、時間単位で取得することもできます。 

 取得者数 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

介護休暇 ０（ ０） ０（ ０） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

（５）病気休暇の概要と取得状況 

   職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明書等に基づき、療養のため

に必要最小限度の期間、勤務することが免除されます。 

 取得者数 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

病気休暇 ８ ８ 

 

（６）職員の育児休業の概要と取得状況  

   職員が育児をするための休業制度があり、最長３年間取得することができます。育児休業

は１日単位で、部分休業は時間単位で取得することができます。 

 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取得者数 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

育児休業 ３（３） ２（２） 

部分休業 ０（０） ０（０） 



（７）安全衛生管理体制の整備状況  

   事業場の規模及び業種によって、安全衛生管理者等を選任、設置する必要があります。 

（各年４月１日現在） 

組 織 等 説       明 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

設置すべき

事業場数 

設置すべ

き事業場

数 

設置すべき

事業場数 

うち設置 

事業場数 

総括安全 

衛生管理者 

安全衛生管理者及び衛生管理者の指揮や、労働

者の危険または健康障害を防止するための措置

等の事業場の安全衛生に関する業務の統括管理

を行う者。 

０ ０ ０ ０ 

安全管理者 

総括安全衛生管理者の指揮のもとに、職場の設

備や作業方法等に危険がある場合における応急

措置等、安全に係る技術的事項を管理する者。 

０ ０ ０ ０ 

衛生管理者 

総括安全衛生管理者の指揮のもとに、健康に異

常のある者の発見・措置や、作業環境の衛生上

の調査等、衛生に係る技術的事項を管理する者。 

１ １ １ １ 

安全衛生 

推進者等 

安全管理者及び衛生管理者の選任が義務づけら

れていない事業場において、施設、設備等の点

検、使用状況の監視等を行う者。 

４ ４ ４ ０ 

産業医 

健康診断を実施する等、労働者の健康管理等に

当たるとともに、事業者又は総括安全衛生管理

者を指導助言する等、専門家として活動する医

師。 

１ １ １ １ 

安全委員会 

労働者の危険を防止するための基本対策等で安

全に関する重要事項について調査審議するため

設置される委員会。 

０ ０ ０ ０ 

衛生委員会 

労働者の健康障害を防止するための基本対策等

で衛生に関する重要事項について調査審議する

ため設置される委員会。 

１ １ １ １ 

 

 

４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

   職員は身分を保障されていますが、一定の事由があれば、分限処分や懲戒処分により職を失

ったり、降任されたり、給料を減額されたりします。 

   分限処分とは公務の能率の維持のために行う処分であり、懲戒処分とは公務員としてふさわ

しくない非行があった場合に公務員関係の秩序を維持するために行う処分です。 

 

 



 

①分限処分者 合計 ３人                   （単位：人） 

処分事由 
Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

降任 免職 休職 降給 降任 免職 休職 降給 

勤務実績が良くない場合 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 ０ ０ ３ ０ ０ ０ １ ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少

により廃職、過員を生じた場合 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

条例に定める事由による場合 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ３ ０ ０ ０ １ ０ 

 

②懲戒処分者 合計 ０人                  （単位：人） 

処分事由 
Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

免職 停職 減給 戒告 免職 停職 減給 戒告 

諸給与の不正領得 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

受験採用の際の虚偽行為 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

職務命令違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

信用失墜行為 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

守秘義務違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

職務専念義務違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

政治的行為違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

争議行為 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

営利企業等従事制限違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

欠勤・遅刻・早退・勤務態度の不良等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

公職選挙法違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

傷害・暴行の刑法違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

金銭・異性関係等の非行 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

収賄 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

横領 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

管理監督者責任 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

（注）地方公務員法以外の処分として訓告等の処分があります。 

 



５ 職員の服務の状況 

（１）服務に関する基本原則の概要 

基本原則 概          要 

職務専念義務 
職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しなけれ

ばいけません。 

信用失墜行為の禁止 
職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為をし

たりしてはいけません。 

営利企業等の従事制限 
営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には

許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

政治的行為の制限 
職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政治的

行為が禁止されています。 

 

（２）職務専念義務免除制度の概要 

   職務専念義務は一定の事由がある場合に限り、免除されます。 

事          由 

研修を受ける場合 

職員の厚生に関する計画の実施に参加する場合 

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 

上記のほか、町長が定める場合 

 

（３）営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況 

   職員は許可を受ければ営利企業等に従事することができます。 

許可した内容 
許可件数 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

該当なし ０ ０ 

計 ０ ０ 

 

（４）在籍専従休職制度の概要と許可の状況 

   職員は許可を受ければ職員団体（組合）の業務にもっぱら従事することができます。  

   （無給休職扱いとなります。）     

登録団体 
許可件数（件） 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

   ０   ０ 

計   ０   ０ 

 



６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）人材育成基本方針の概要 

    長期的かつ総合的な観点で職員の能力開発を効果的に推進するため、人材育成の目的、

方策等を明確にした人材育成に関する基本方針（開成町人材育成基本方針）を策定しまし

た。その概要は以下のとおりです。 

   Ｏ基本的な考え方（人材育成の必要性・求められる職員像・職位区分ごとの期待役割・職

員に求められる能力） 

   Ｏ具体的施策（人事管理に関すること・職員研修に関すること） 

 

（２）研修方針及び実施状況 

①研修方針 

人材育成・能力開発のため、職場研修を中心に職場外研修と自己啓発支援による職員研

修を実施します。研修計画の策定に当たっては、「求められる職員像」、「職位区分ごとの期

待役割」、「職員に求められる能力」を踏まえた研修科目の設定を行い、各階層に応じた能

力を効率的に養成できるような研修となるよう留意します。また、今後は eラーニング（情

報技術を用いてネットワーク経由で行う遠隔教育・学習）の活用等、より効果的な研修制

度の整備について検討を行っていきます。 

 

 

②実施状況（平成２１年度） 

●市町村研修センター 

種別 研   修   名 
研 修 

期 間 
人数 小計 計 

職責や経験数による必須研修 

法制執務研修 5 月～6月 2 9 69 

マネジメント 7月 1 

住民との協働研修 8月～9月 1 

コーチング研修 10 月～11月 5 

個々の能力を向上するため

の研修 

情報研修 
6月～7月・ 

11 月～12月 
30 

51 

政策形成マインド 5月～6月 1 

企画力開発 6月 2 

行政争訟法 9月 1 

地方自治の現状と法 9月･11月 2 

法学概論 9月 4 

政策法務 10月 4 

情報セキュリティー 9月 1 

ディベート 12月 2 

住民対応Ⅰ 12月 1 



メンタルヘルス 1月 1  

統計概論 2月 1  

職務に関する素養を養う研修 

税務職員(市町村民税) 7 月 1 9  

用地担当職員 6月～7月 2 

簿記 7月 1 

公会計制度 8月 1 

財務事務 7月～8月 3 

研修担当職員 10 月 1 

●県西広域市町村圏協議会 

種別 研   修   名 
研 修  

期 間 
人数 

小

計 
計 

職責や経験年数による

必須研修個々の能力を

向上するための研修 

新採用職員研修 4月～5月 4 17 27 

プレゼンテーション 

研修 
5月 4 

行政法共同研修 8月 3 

民法共同研修 10 月 6 

 

職責や経験年数による

必須研修 

男女共同参画社会につ

いての講演会 
8月 2 

10 

交通安全と命の尊さを

考える講演会 
12 月 3 

行財政改革 1月 5 

●市町村アカデミー 

種別 研   修   名 
研 修  

期 間 
人数 

小

計 
計 

個々の能力を

向上するため

の研修 

eラーニング講座「地方税入門」 通知～3/31 3 14 14 

e ラーニング講座「法令実務」 通知～3/31 7 

市町村長等特別セミナー 7月 2 

財政運営 

～変革期の自治体財政運営～ 
8月 1 

新型インフルエンザ 10 月 1 

 

 

 

 

 

 

 

 



●神奈川県 

種別 研   修   名 
研 修  

期 間 
人数 

小

計 
計 

職務に関する素養を養

う研修 

講演建築物・応急危険

度判定講演会 
7月 6 

12 12 

個々の能力を向上する

ための研修 

こころといのちのサポ

ート講演会 
2月 6   

 

 

●その他 

種別 研   修   名 実 施 機 関 
研 修 

期 間 

人

数 

小

計 
計 

個々の能力

を向上する

ための研修 

人権講演会 横浜国際人権センター 10 月 7 28 31 

かながわ国際人権集会 かながわ人権センター 12 月 9 

「地方分権と政策法務｣

シンポジウム 
関東学院大学 1月 10  

暴力対策地域連絡ワー

キンググループ 
足柄地域県政総合センター 2月 2  

職務に関す

る素養を養

う研修 

自治体実務セミナー 

「新型インフルエンザ

対策講演会｣ 

時事通信社 5月 1 
3 

技術職員研修専門コー

ス景観行政（公共施設） 
県自治総合研修センター 8月 1 

技術講習会｢工事成績評

価と総合評価｣ 
県都市整備技術センター 12 月 1 

※庁内研修 

種別 研   修   名 実 施 機 関 
研 修  

期 間 

人

数 

小

計 
計 

個々の能力を向上

するための研修 

普通救命講習 町 12 月・1月 67 147 148 

町長講話 町 2 月 80 

職務に関する素養

を養う研修 
通信教育講座受講 町(中央福祉学院） 4 月～3月 1 

1 

 

 

 

 

（３）職員の勤務成績の評定制度の概要 

    職務で発揮された能力や業績について評価するため、能力評価制度及び業績評価制度の検

討及び試行を実施しました。 

 



７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）共済組合の短期給付及び長期給付の概要 

開成町の常勤職員は、神奈川県市町村職員共済組合（ホームページアドレスは

http://www.kanagawa-kyosai.jp/ ）に加入します。 

（幼稚園教諭、給食調理員等一部の職員は公立学校共済組合に加入しています。） 

神奈川県市町村職員共済組合は大きく分けて、短期給付事業、長期給付事業、福祉事業の３

つの事業を行っています。 

これらの事業に必要な費用は「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によって賄わ

れています。 

 

① 短期給付 

組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して、必要な給付を行い

ます。 

法定給付 

保健給付 病気、負傷などの場合に支払われる給付 

休業給付 育児休業などの場合に支払われる給付 

災害給付 災害などに支払われる給付 

法定外給付 附加給付 法定給付以外の給付 

 

② 長期給付事業 

組合員の退職・障害・死亡に対して年金・一時金の給付を行います。 

公務員の公的年金には、基礎年金（国民年金に相当）と共済年金（民間サラリーマンの

厚生年金、企業年金に相当するもの）があります。 

 

○ 共済年金 

退職共済年金 
職員（共済組合員）期間等２５年以上の者が退職した場合で、６５歳に達

したとき等に支給（支給開始年齢の特例あり） 

障害共済年金 法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて支給 

障害一時金 軽度の障害の状態のときに支給 

遺族共済年金 組合員が死亡したときに支給 

○ 基礎年金 

老齢基礎年金 
職員（共済組合員）期間等２５年以上の者が退職した場合で、６５歳に

達したとき等に支給 

障害基礎年金 法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて支給 

遺族基礎年金 組合員が死亡し、１８歳未満の子を有している場合に支給 

③ 福祉事業 

福祉事業としては、職員（組合員）の健康保持・疾病予防事業などの保健・保養及び教

養に資する事業、保養所の経営などの宿泊事業、住宅貸付などの貸付事業、貯金事業、物

資の斡旋事業など職員の福祉のための事業を行っています。 



保健事業 
人間ドック等の補助、電話健康相談、宿泊施設・保養所利用助成、厚

生施設（遊園地・プール等）利用助成など 

宿泊事業 湯河原温泉ちとせの経営 

貯金事業 給料から天引きにより貯金 

貸付事業 
普通貸付、特別貸付（医療・入学・修学・結婚・葬祭）、住宅貸付、

災害貸付、在宅介護対応住宅貸付、高額医療貸付、出産貸付 

物資事業 
自動車・オートバイの代金の立て替え払いをし、割賦により職員から

返済を受ける、など 

財形住宅貸付事業 住宅の新築・購入・増改築等に必要な資金の貸し付け 

 

（２）公務災害補償の概要と実施状況 

公務上の災害（負傷・疾病・障害・死亡）については、地方公務員災害補償基金から一定

の補償がなされます。 

 Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

傷病 傷病 傷病 死亡 

通勤災害 
新規認定件数 ０ ０ ０ ０ 

補償件数 ０ ０ ０ ０ 

公務上の 

災  害 

新規認定件数 ０ ０ ０ ０ 

補償件数 ０ ０ ０ ０ 

 

（３）職員の健康診断等の概要 

労働安全衛生法に従い、職員の健康診断を年１回実施しており、職員の健康に配慮して

います。 

   また、適正な執務環境に向けて、年１回産業医を巡回させ、執務環境の状況をチェック

し、執務環境の改善に取り組んでいます。 

 

（４）メンタルヘルス等への対応状況 

メンタルヘルスに対しては、随時相談を受け付けており、産業医が相談に応じています。

また、セクシャルハラスメントに対しては、人事主管課が随時相談を受け付け、相談に応

じています。 

 

（５）その他職員福祉のための独自の制度の概要 

地方公共団体は、法律に基づき、職員の保健、元気回復等の厚生制度を企画し実施する

こととされています。このいわゆる福利厚生事業には職員互助会が行うものと、開成町が

直接実施するものがあります。 

職員互助会は、職員の互助共済及び福利厚生を増進するために設置された組織で、職員

で構成され、職員からの会費をもとに運営されています。 

 

 



① 互助会が実施した事業 

主な事業としては、職員に対する慶弔金や見舞金の交付や、生活資金の貸付、生活物資

の斡旋、旅行等を実施しています。 

② 開成町が直接実施した事業 

平成２１年度に開成町が直接実施した事業は次のとおりです。 

   足柄上郡職員球技大会を足柄上郡５町及び一部事務組合と共同開催。同大会にか 

かる用具等の補助（野球、バレーボール、バドミントン） 

   ３０，０００円（１人当たり６００円） 

 

８ 公平委員会の業務の状況（苦情処理、措置要求、不服申立） 

（１）苦情処理制度の概要 

   職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関する苦情

の申出及び相談を公平委員会等にすることができます。 

（２）勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求する

ことができます。 

（平成２１年度） 

年度当初

係属件数 

新規要求

件  数 

処  理  件  数 年度末 

係属件数 要求容認 棄却 却下 取下げ 計 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

（３）不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 

     職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立

てをすることができます。 

（平成２１年度） 

年度当初

係属件数 

新規申立

件  数 

処  理  件  数 年度末 

係属件数 処分取消 棄却 却下 取下げ 計 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 


